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Ⅰ は じ め に

1 紛争解決手続の多様化

労働委員会は, 労働関係紛争の解決過程にお

ける憲法実践の場であり, 近年, 紛争解決手続が

多様化する中で, 新たな役割が期待されるべき行

政上の法的救済機関である｡

近時における社会経済の急激な変化は, 労働者

使用者関係 (労働関係) の複雑化と多様化を招き,

様々な労働紛争を生み出してきた｡ それとともに,

この領域での紛争解決システムにも新たな発展が
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本稿は, 労働関係紛争, とりわけ集団的労働紛争の解決過程における憲法実践の場である

労働委員会が現在置かれている法環境を大局的に分析し, 従前の紛争解決実績を踏まえた

今後のあるべき姿を探求することを目的とする｡ これからの労働委員会制度のあり方を考

える際における近時の原点として, 今では, 若干過去の提言とも思われるが, まず, 『司

法制度改革審議会意見書』 の目指す方向性を見極める｡ すなわち, 紛争解決の迅速化傾向

だけではなく, 国民にとって, より利用しやすく, 分かりやすく, 頼りがいのある司法へ

の希求とその実現志向を再確認する｡ そして, 労働委員会が, 行政型ADRであることか

ら, 近時におけるADR 論を概観し, 新たな潮流として, ｢阿蘇型｣ 司法システム・モデ

ルや ｢対話自律型｣ モデルを紹介する｡ さらに, 度重なる民事訴訟法の改正を通じて, 何

が志向され, 現実には何がどのように変わったか (あるいは, 変わらなかったか) につい

ても論及し, 争点中心型の集中審理が目指されてはいるものの, 民事裁判の現場では意外

と柔軟な手続運営に基づいてその種の審理が実現されていることを指摘する｡ このような

鳥瞰的な考察のもとで, 労働委員会の宿命, すなわち, 専門性や経験等にもばらつきのあ

る非常勤職員からなる労働委員らが疎明に基づく事実認定をもとに将来志向的な救済形成

を行った結果が, 労働関係についての専門性を必ずしも有していない常勤職員からなる証

明に基づく過去志向的な司法救済機関である裁判所のレビューを受ける関係にあることを

指摘する｡ そのような状況における労働委員会の役割を, 近時の ｢ADR論からのアプロー

チ｣ と, 近時の ｢民事訴訟救済過程論からのアプローチ｣ から導出する｡ その帰結として

は, 労働委員会の新たな使命として, 民事訴訟手続化が進む不当労働行為事件審査手続に

おいて, ｢公正かつ丁寧で親身な事件対応を通じた労働委員会の憲法実践｣ を継続すべき

ことを構想する｡

特集●労働紛争の解決システム

労働委員会における紛争解決手続
の基礎的課題

｢公正かつ丁寧で親身な事件対応を通じた労働委員会の
憲法実践｣ の試み

川嶋 四郎
(同志社大学教授)



見られ, たとえば, 個別労働関係紛争の解決手続

の創設 (2001 年の個別労働関係紛争の解決の促進に

関する法律の制定等) や労働審判制度の創設 (2004

年の労働審判法の制定等) 等ともあいまって, 紛

争解決過程の選択肢の増加には, 目を見張るもの

がある｡

ところで, ある寓話に ｢狐と猫｣ と題されたも

のがある｡ これは, 犬に襲われたときに, 逃げる

方法をたくさん知っていることを猫に自慢してい

た狐が, 実際に犬に襲われたときに, 逃げ遅れて

食べられてしまう話である｡ 猫は, 木に登る方法

しか知らなかったものの, 迷うことなく木に駆け

上がったので命が助かった｡

このような話を借りるまでもなく, 一般に, あ

る事件を解決するために設けられた救済過程の多

様化は, 一方で, 利用者の利便性を増す面はある

ものの, 他方で, それらの理解に際して利用者の

困惑を招き, その情報の不足は, 選択の誤りや遅

れあるいは手続の不知などといった事態さえ, 生

み出しかねない｡

このことは, 利用者の視点 (労働紛争の当事者

[組合・組合員 (労働者), 使用者等] の視点) に立っ

た制度普及の課題をクローズ・アップする｡ そし

てこれは, 紛争解決手続が複雑化しているがゆえ

に, たとえば手続情報だけでもワン・ストップ・

サービスを受けることができるシステムを構築す

る必要性を示唆し, 救済過程の水先案内システム

の重要性を喚起する｡ しかも, 各種の手続の競合

による紛争解決過程の質の向上も課題となる｡ そ

れゆえ, 新たな制度と競合する場合もあり比較さ

れがちな既存の制度は, そのような紛争解決シス

テムの新展開の中で, 改めてその意義と役割が問

い直されることになる｡

2 考察の視角

その際に, 既存の制度として考察の対象とな

るのは, 裁判所における労働関係事件 (労働訴訟

事件, 労働仮処分事件) の処理のあり方と, 労働

委員会における不当労働行為事件の審査手続等の

あり方である｡

ところが, 前者は, 憲法が, 何人に対しても,

裁判所において裁判を受ける権利を保障しており

(憲法 32 条), 司法権は裁判所に属し (同 76 条 1

項), 裁判所は, 一切の法律上の争訟を裁判する

(裁判所法 3条 1 項) と明記されているゆえに, い

わば, 労働紛争処理システムの頂点に君臨してい

る｡ 裁判所は, 先例の創造等を通じて, 憲法規範・

労働組合法規範等を具体化・現実化し, 労働政策

の規範的な補充や新たな形成のために, 公権的な

寄与を行うことになる｡ このような機能を果たす

裁判所は, 憲法に直接的な基礎を置いた紛争処理

機関でもあり, その意味で, その基盤は盤石であ

る｡ しかも, 後述するように, 近時における民事

訴訟法改正・民事保全法の制定等が, 裁判所にお

ける紛争処理機能の強化と拡大を可能にし, それ

ゆえに, 裁判所は, 多様な課題をも内包しながら,

ともかくも迅速な事件処理に日々邁進することが

可能となっているのである｡

これに対して, 労働委員会は, 労働紛争解決の

領域における様々な変革の中で, その意義と役割

の再定位が, 現在要請されていると考えられる｡

その制度面での回答が, たとえば, 個別労働関係

紛争の解決をも取り込むかどうかの選択であり,

労働組合法・労働委員会規則等の改正法規の運用

であり, 近々実現される船員労働委員会の廃止と

その事務移管等の受け皿の提供等である｡ しかし,

労働委員会に課された課題は, 制度的なものにと

どまらず, 日々の憲法実践の中で, いかにして紛

争当事者が適切な法的救済を見つけることをサポー

トできるかである｡ しかも個別事件の具体的な文

脈で両当事者の満足度をどれくらい高めることが

でき, 普遍的な正義に基づきながらも, 社会経済

状況が異なる日本の各地で, 憲法に根ざした労働

政策の具体的形成に対して, いかに寄与できるか

である｡

私は, これまで特殊専門的かつ技術的とされる

民事訴訟過程等でさえも, 法専門家等のサポート

を得ながら ｢当事者 (自然人・法人等) が自分で

できる納得裁判｣ の場になるような手続理論等の

構築に努めてきた｡ そのような基本的な考え方は,

｢当事者が自分で使える納得 ADR｣ の実現にも

当てはまり, 労働委員会の審査手続等においても

同様であるべきと考える｡

本稿は, このような基本的な考え方に基づいて,
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行政型ADR (裁判外紛争解決制度) の機関として,

行政救済を実現する労働委員会の救済過程のあり

方を, やや大局的な視点から考えてみたい｡

ADR といえば, 通例, 合意による紛争解決を導

く手続を有するものが挙げられるが, しかし,

ADR 機関は多様であり, 本稿では, ｢訴訟手続

によらずに民事上の紛争の解決……を図る手続｣

(裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律 1条)

として, ADRの救済過程を捉えたい｡

ここでは, 労働委員会がこれまで社会的に果た

してきた実績を踏まえながら, 今後の期待を込め

て, 労働紛争 (特に, 不当労働行為事件) から紛争

当事者を救済する機関として, 労働委員会の審査

手続について, 今後の展望を行いたい (なお, 本

稿には, 福岡県の労働委員会における私の経験に基

づく論述が含まれている｡ すべて私見ではあるもの

の, 現場における手続実践や会議等を通じて, 公益

委員, 労働者側・使用者側の各委員の方々だけでは

なく, 事務局職員の方々からも, 数多くの知見を得

続けている｡ 心から感謝を申し上げたい)｡

以下では, まず, 考察の新たな原点としての

『司法制度改革審議会意見書』 (以下, 単に 『意見

書』 と略す) を概観し, 近時における ADR 論の

展開を見た上で, 民事訴訟法の度重なる改正を不

当労働行為の審査手続を考察する前提として概観

し, 労働委員会の審査事件における手続過程の意

義と役割について, いわば総論的な考察を行いた

い｡

Ⅱ 『司法制度改革審議会意見書』 と
労働紛争解決過程の総合的改革

1 『意見書』 の基本スキーム

2001 年 6 月 12 日に公表された 『意見書』 は,

21 世紀の司法についての総合的かつ包括的な改

革の処方箋を呈示した｡ それは, ①｢制度的基盤

の整備｣, ②｢人的基盤の拡充｣, および, ③｢国民

の司法参加｣ という三つの柱からなる｡ 近時にお

ける法的な紛争解決制度の大きな変革と拡充は,

大局的に見た場合に, この 『意見書』 に基づく要

素が少なくない｡ そこでまず, 近時の潮流につい

ての新たな源泉としての意義をもつと考えられる

この 『意見書』 の提言を, 本稿に関係する限りで

一�したい｡

民事司法に関しては, ｢国民にとって, より利

用しやすく, 分かりやすく, 頼りがいのある司法

とするため, 国民の司法へのアクセスを拡充する

とともに, より公正で, 適正かつ迅速な審理を行

い, 実効的な事件の解決を可能とする制度を構築

する｣ ことが, 制度改革の目的として掲げられた｡

そこには, 民事訴訟法等の領域だけではなく,

ADRの領域についての提言も含まれていた｡

まず, ADR に関しては, その拡充と活性化が

企図された｡ 『意見書』 は, 国民の期待に応える

司法制度を構築するための一環として, ADR に

ついて, 大きな期待を込めた提言を行っている｡

司法の中核たる裁判機能の充実化に格別の努力を

傾注すべきことに加えて, 『意見書』 は, ADR

が, 国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢とな

るように, その拡充と活性化を図るべきである旨

の提言を行っていたのである｡

この背景的な要因としては, 第 1 に, ｢小さな

司法｣ や ｢二割司法｣ という評価に象徴されるよ

うな ｢国民の司法離れ｣ といった現実を克服し,

かつ, 規制緩和後の事後的救済システムを完備す

るために, ADR を積極的に司法制度の中に取り

込み (すなわち, 一定の規制の下に置き), 司法に

おける紛争処理機能の全体的な向上を図ること,

第 2に, 紛争処理の手続メニューを多様化するこ

とによって国民の多様なニーズに応えるとともに,

司法全体の視点から見て各個の紛争処理手続にお

いて効率的な事件処理を可能にすること, 第 3に,

民事訴訟をはじめとする裁判内紛争処理手続の負

担を軽減する作用を果たすことなどが, 重視され

たと考えられる｡

しかも, その際に念頭に置かれたADR機関は,

裁判内 ADR というより, むしろ, 民間団体 (民

間型 ADR｡ 例 ; 弁護士会の仲裁センター, 各種 PL

センター等) や行政機関 (行政型 ADR｡ 例 ; 労働

委員会, 公害等調整委員会等) であると考えられる｡

ともかく, 『意見書』 の提言とその後の検討会

における具体的な議論の成果を受けて, ADR に

関しては, 先に引用した, ｢裁判外紛争解決手続

論 文 労働委員会における紛争解決手続の基礎的課題
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の利用の促進に関する法律｣ (ADR 法, ADR 基本

法, ADR促進法等と呼ばれる) が制定された｡

2 『意見書』 と労働委員会制度

このようなADRの拡充や活性化等とは別に,

『意見書』 は, 特に, 労働紛争の解決手続につい

ても言及していた｡ それは, 労働関係事件への総

合的な対応強化の提言である｡

具体的には, 第 1に, 労働関係訴訟事件の審理

期間をおおむね半減することを目標とし, 民事裁

判の充実化・迅速化に関する方策, 法曹の専門性

を強化するための方策等を実施すべきであること

が, 提言されていた｡ これは, 後に, 民事事件だ

けではなく刑事事件をも射程に入れた, 2003 年

の ｢裁判迅速化法｣ の制定に実を結んだ｡

『意見書』 は, 第 2 に, 労働関係事件に関し,

①民事調停の特別な類型として, 雇用・労使関係

に関する専門的な知識経験を有する者の関与する

｢労働調停｣ を導入すべきであること, ②雇用・

労使関係に関する専門的な知識経験を有する者の

関与する新たな裁判制度としての ｢労働参審制｣

の導入の当否や, ③労働関係事件固有の訴訟手続

の整備の要否について早急に検討を開始すべきこ

とを, 提言していた｡ 労働調停制度や労働参審制

度の採否をめぐる激しい議論の末に, ｢労働審判

制度｣ の創設等が導かれたのである｡

本稿が議論の対象とする労働委員会制度につい

ては, 労働委員会の救済命令に対する司法審査の

あり方について早急に検討を開始すべきであるこ

とが提言されていた｡ これは, 特に, 不当労働行

為に対する労働委員会の救済命令に対し, 使用者

が取消訴訟を提起する場合に生じうるいわゆる

｢事実上の 5 審制｣ の解消等, 労働委員会の救済

命令に対する司法審査のあり方については, 労働

委員会のあり方を含め, 早急に検討を開始すべき

であるという問題提起であった｡ しかし, その後,

5 審制の問題の解消には, 現実に全く着手されな

かったものの, 2003 年 7 月 31 日に公表された,

厚生労働省における 『不当労働行為審査制度の在

り方に関する研究会報告』 等を受けて, 不当労働

行為事件の審査手続を民事訴訟の審理手続に近づ

ける内容をもつ ｢労働組合法および労働委員会規

則の改正｣ が, 2004 年に行われた｡

Ⅲ ADRの意義と新しい潮流

1 ADRの意義と労働委員会

労働委員会も, 労働紛争の解決に携わる行政

ADR 機関であるが, 日本における ADR の特徴

は, その当初から官製ADRの隆盛にあった｡ 明

治初期の ｢勧解｣ 制度等に始まり, かつての小作

調停, 現在の民事・家事調停等に見られるように,

裁判所内 ADR (訴訟以外の紛争処理手続) は, か

なりの紛争解決機能を果たしてきた｡ そのような

実績もあってか, 本来的に合意による紛争解決手

続である民事調停は, 国民から ｢調停裁判｣ とさ

え, 言われることがあった｡

ところで, 民事訴訟と比較した場合のADRの

意義あるいは特徴は, 一般に ｢早く安くうまい解

決｣ という表現に象徴されるが, 細かく見た場合

に, おおむね次の 10 点を挙げることができる｡

特に, 労働委員会の審査手続をも視野に入れて,

概観してみたい｡

第 1 に, 訴訟と比較して, ｢迅速｣ な紛争解決

が可能になることを挙げることができる｡ ただ,

労働委員会の審査事件では, 地域ごと事件ごとに

異なるものの, この利点は, 必ずしも訴訟の迅速

さを凌駕していない面もある｡

第 2 に, 訴訟と比較して, ｢低廉さ (経済性)｣

の価値を挙げることができる｡ 労働委員会の審査

手続の場合には, 申立手数料は無料であり, 組合・

組合員や使用者が本人で手続追行を行うことがで

きれば, 安価さを増すことができる｡ ただ, 手続

が専門化・複雑化すれば, 代理人として弁護士を

雇わざるを得ず (あるいは, 弁護士等からアドバイ

スを受けざるを得ず), その限りで出費が増えるこ

とになる｡

第 3に, 判決は, 一般に, 勝ち負けつまりオー

ル・オア・ナシングのゼロサム・ゲームとなりが

ちであるが, ADR は, 合意を基礎として, 個別

具体的な事件の文脈に即した妥当な救済のあり方

を探求できる｡ 既存の実体法に囚われずに柔軟な

和解案を作ることができ, しかも, 法創造的な作
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用さえ果たすことができる｡ ただ, 労働委員会の

審査事件の場合には, その命令 (救済命令等) が,

判断型の準司法機関の行為として, 判決に近似し,

ADR の旨みは必ずしも発揮することができない

とも考えられる｡ それでも, 労働委員会の審査手

続は, 行政救済であり, ただ, 過去の事実に法を

適用して判断を行うという訴訟手続 (｢過去志向的

な救済｣) とは異なり, ｢将来志向的な救済｣ をも,

救済命令の中に盛り込むことができれば, 新たな

可能性が広がるとも考えられる｡

第 4 に, ｢手続主宰者の非限定性・多様な専門

性｣ を挙げることができる｡ 訴訟の場合には, 手

続主宰者は裁判官に限定されるが, ADR の場合

には, 多様な主宰者, 特に特定の分野に精通した

専門家を取り込むことができる｡ 確かに, 訴訟で

も, たとえば鑑定制度 (民訴法 212 条以下), 裁判

所調査官制度 (裁判所法 57 条), 専門部・集中部

の設置などだけではなく, 近時, 専門委員制度

(民訴法 92 条の 2 以下) などの創設により, 専門

的な知見を有する者を手続主宰者側に取り込むこ

とが可能となった｡ しかし, その場合でも, あく

まで手続主宰者・判断者は裁判官である｡ これに

対して, ADRの手続主宰者 (複数人の場合もある)

が, 多様な専門的知見に基づいて, 当事者ととも

に特定領域の紛争解決に努めれば, 文殊の知恵が

生まれることもあると考えられる｡ この点で, 労

働委員会の公益委員は, 多様な専門性を背景とし

ており, また公益委員・労使参与委員 (労働者委

員・使用者委員) という ｢三者構成｣ は, それ自

体意義深い｡ 公益委員の専門性に対しては, 批判

もなくはないが, 労働関係法規, 手続法規, 企業

システム等に精通した専門家で人を得ることがで

きれば, 新たな手続形成や救済形成が可能になる

と考えられる｡ ただ, 個別労働関係紛争の解決手

続である労働審判手続も, ｢三者構成 (労働審判

官・労働審判員)｣ である｡ 個別労働関係紛争が集

団的労働関係紛争に変化する可能性がある限り,

労働委員会の審査事件等と, 競合的な管轄を有す

る可能性も生じる｡ そこで, 労働審判手続と比較

した不当労働行為事件の審査手続の意義と価値が,

探求されなければならない (ただし,労働審判手続

の ｢三者構成｣ は, いわば労使の労働審判員が判断

者サイドに組み込まれたものであり, 労働審判員の

地位 [労働審判法 9 条 1 項] の点から見ても, 労働

委員会の ｢三者構成｣ とは異なる)｡

第 5 に, ここで述べたADRにおける手続主宰

者の特長とも関わるが, さらに敷衍して, ｢手続

過程における専門性｣ の特徴を挙げることができ

る｡ ADR の場合には, 訴訟以上に柔軟な視点か

ら専門家を活用できる可能性がある｡ 労働委員会

の審査事件の場合では, 公益委員と労使参与委員

が協力することにより, 双方から中立的で公平な

知見を得ることができ, また, 審査過程における

和解の勧試に際しても, 労側参与委員, 使側参与

委員による各側の意向聴取と説得・納得を可能に

する機会が生み出されることになる｡ しかも, 審

査事件について経験豊富な事務局職員からの技法

や法情報等の入手は, 審査指揮と救済形成に豊か

さ, 深み, さらには説得力を増す機会ともなる｡

しかも, 専門性を, 単に ｢実体的｣ に捉える考え

方, すなわち, 特定領域の専門的知見に長けてい

る点だけを捉えると, 形式的な資格や職種が重き

をなすようにも思えるが, 専門性を手続的に考え

る場合, すなわち, ｢一般市民に専門的な事項を

分かりやすく時間をかけて丁寧かつ親身に説明す

ることができ, 十分に依頼者の声に耳を傾けるこ

とができる専門家像｣ を描く場合には, それによっ

て, 形式的な資格に囚われない市民にアクセスし

やすい新たな専門家像を, 期待することができる｡

この点は, 労働委員会の発展可能性の鍵ともなる

であろう｡

第 6 に, ｢手続の柔軟性｣ という特徴を挙げる

ことができる｡ 訴訟の場合であれば, 必要的口頭

弁論の原則 (民訴法 87 条 1項本文) が適用になり,

公開主義, 双方審尋主義, 直接主義および口頭主

義が貫徹される｡ これに対して, ADR では, 手

続は硬軟多様であるが, かなり柔軟なものもある｡

ADR は, 柔軟な手続形成が可能になり, 私的な

紛争における当事者のニーズを, より強く満足さ

せる可能性を有していると, 評することができる｡

ただ, 労働委員会の審査事件では, 審問の過程は,

口頭弁論に近似しており, その限りでADRの妙

味は減殺されるが, 制度の信頼性は, その運用次

第で高まる可能性を有している｡
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第 7 に, この点に関わるのが, ｢手続保障の度

合い｣ である｡ 一般に, 訴訟というのは, 手続保

障に関しては最も充実しており, 民事訴訟は, 最

も公正で慎重な法的紛争処理手続であると評する

ことができる｡ しかし, それが, 個別事件の具体

的解決や当事者の満足とどう関係するのかを考え

た場合に, 手続保障が十分であればあるほど両当

事者にとって望ましい紛争処理が可能になるとは,

必ずしもいえないと考えられる｡ これは, 個別事

件の具体的な局面における手続保障の質の問題と

関わってくる事柄である｡ そう考えると, ADR

というのは, 個別事件の具体相に即応して手続保

障の具体的なあり方を考え実践することができる

という点で, 機動性に優れた面があると考えられ

る｡ この点も, 後に述べる労働委員会の新たな可

能性につながり得るように思われる｡

第 8 に, ｢事実認定に関する考え方｣ を挙げる

ことができる｡ 訴訟で判決を書くということにな

れば, 裁判官が, 当事者の主張・立証を通じて,

事実の存否を確定し, それに法を適用して, いわ

ゆる判決三段論法に従って判決結果を導くことに

なる｡ これに対して, 合意を基調とするADRの

場合には, 必ずしも厳格な事実認定をしなくても

よいが, ただ, 労働委員会の審査事件では, 一定

の事実認定に基づいた判断が不可避となる｡ しか

も, 近時における ｢審査手続の民事訴訟化｣ の傾

向の中で, 後述のように, 労働委員会における疎

明による事実認定の意義と限界が課題として浮か

び上がる｡

第 9 に, ｢不服申立ての有無｣ の点を挙げるこ

とができる｡ 訴訟の場合は, 控訴・上告といった

不服申立てが準備されており, 事件の長期化にも

つながりかねない｡ これに対して, 合意を基調と

するADRの場合は, 合意の成立で事件は解決す

ることになる｡ ただ, 労働委員会の審査事件の場

合には, ｢事実上の 5 審制｣ の問題もあり, かな

り長期化するきらいがある｡ しかも, 後に述べる

ように, 行政救済の背後に司法救済が控えるシス

テム構造であるがゆえに, 行政救済のメリットが,

司法救済によって事後的に減殺される可能性さえ

生じるのである｡ この点は, 不当労働行為事件の

審査手続における大きな課題である｡

第 10 に, ｢合意に対する考え方｣ を挙げること

ができる｡ 裁判型・裁断型の典型例としての訴訟

とは異なり, ADR の基礎には, 基本的に当事者

間の合意が存在する｡ 対話と納得の成果である合

意によって, 手続そして結果が正当化されていく｡

しかも, 紛争当事者自らが自主的かつ自律的に決

めたことゆえに, 任意履行の可能性も高くなる｡

ただ, 労働委員会の審査事件では, 和解の場合は

ともかく, 命令の場合には, 工夫次第とも考えら

れるが, 訴訟と同様の問題をはらむことになる｡

2 司法の裾野の拡大と ADRの位相

このような数多くの意義をもつ可能性を秘め

たADRは, 近時, 着実に司法の領域に組み込ま

れつつある｡ そして, 『意見書』 の提言を受けて,

裁判所とともに車の両輪のように, ADR は, 国

民に対する司法サービスの提供のための一翼を担

うことになった｡

2004 年の ADR 促進法の制定を受けて, 2007

年からは, その施行とともに, 民間型ADRにお

ける民間紛争解決手続の業務の認証制度も実施さ

れ始めた｡ 認証ADR機関の手続のために, たと

えば, 時効中断効 (同法 25 条) や訴訟手続の停止

効 (同法 26 条) 等が認められたことによって, 民

間型ADRであっても, 認証ADR機関となれば,

法的基盤を獲得し, 一定の法的効力が公認される

こととなった｡ なお, 労働委員会関係では, 2004

年の労働組合法の一部改正を通じて, 労働委員会

における不当労働行為事件の審査手続における和

解調書の一定の条項に, 執行力が付与された (労

組法 27 条の 14 第 6 項参照)｡

このような ADR の認知と普及は, ｢司法 = 裁

判, 司法機関 =裁判所｣ という伝統的な図式に変

容を迫り, ｢司法 = 裁判・ADR 等, 司法機関 =

裁判所・ADR 機関｣ といった具合に, 司法の裾

野を拡大した｡ これは, 司法が身近になることを

意味する｡ しかも, 個別事件における当事者の具

体的かつ多様なニーズに即応でき, 分かりやすく,

利用しやすく, 頼りがいのある司法の実現のため

には望ましい傾向であり, 今後の展開が期待され

る｡ さらに, 司法の裾野の広がりは, 国民に身近

な司法を実現するためには, 不可欠であり, 司法
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アクセスの制度面での飛躍的な増進にもつながる

可能性を有しているので, 日本司法支援センター

(法テラス) の活動等ともあいまって, 今後の展

開が期待される｡

その際に考えなければならない課題は, ADR

と民事訴訟との相互関係のあり方である｡ これに

関しては, 現在, 明白な見解の相違が存在する｡

これまで, 紛争解決システムのモデルとして, た

とえば, 訴訟を頂点とする ｢富士山型｣ と捉える

か, 訴訟とADRとを同列に置く ｢八ヶ岳型｣ と

捉えるかの差異として, 論じられてきた｡ 『意見

書』 は, 前者に傾いているように見られるが, 相

互連携を考えている点で, 後者への配慮も示して

いる｡ 私見としては, これからのあるべき姿とし

て, 新しい捉え方である ｢阿蘇型｣ のモデルを提

示してきた｡ つまり, 訴訟手続自体も多様化 (例 ;

地方裁判所の通常訴訟手続, 簡易裁判所の通常訴訟

手続, 手形・小切手訴訟手続の特則, 大規模訴訟手

続等の特則, 少額訴訟手続の特則等) が進み, その

ような訴訟手続 (阿蘇五岳) の周りを各種のADR

機関 (阿蘇外輪山 それにはもちろん高低様々の

ものが存在する) が取り囲むような, ……そして,

外輪山に包まれるかたちで人々が日々の生活を営

んでいる……いわば ｢阿蘇型｣ 司法システム・モ

デル (阿蘇型志向モデル) の構築が, ひとつの目

指すべき方向のように思われるのである｡

さらに, 近時のADR論は, いわば ｢裁判代替

型｣, ｢裁判先駆型｣ あるいは ｢裁判例準拠型｣ の

ADR の構成だけではなく, むしろその対極的な

存在として, ｢対話自律型｣ の独立 ADR, すな

わち, 法や裁判から一定の距離を置いた紛争当事

者の自律的フォーラムとしてのADRを構想する

見解も見られる｡ これは, いわば訴訟回避型の前

近代的な紛争解決システムとも評されかねないが,

むしろその眼目は, 紛争当事者による自律的な問

題解決をサポートする新たな超近代的ADRシス

テムの構築である｡

このようなADRの位相の中で, 労働委員会も,

行政型 ADR として司法型 ADR 等とともに, 労

働紛争の解決のための一翼を担うことになる｡ た

だ, 近時のADR論に見られるように, 本来的に

は, 憲法規範の下における当事者自治的な労使関

係の継続形成が望まれる法領域でもあるので, 訴

訟や司法型ADR以上の独自の価値の追求も, 行

われるべきであると考える｡

Ⅳ 民事訴訟法の度重なる改正

1 『意見書』 と民事訴訟制度

さて, 民事訴訟法の領域では, すでに 1996 年

に全面的な法改正がなされていた｡ これは, 争点・

証拠の整理手続を整備し, 実効的な争点・証拠の

整理を可能とするために証拠収集手続を拡充し,

上訴制度を整備し, 少額訴訟制度を創設すること

などを, 柱とするものであった｡

しかし, 『意見書』 は, 民事訴訟を, 国民にとっ

て, より利用しやすく, 分かりやすく, 頼りがい

のあるものにするという観点から, より一層の充

実化および迅速化を企図した｡ ここでは以前の改

革のスローガンに加えて, ｢頼りがいのあるもの

にする｣ という点が付加された点が特筆に値する｡

これは, 裁判過程および判断内容の質的向上に関

わる課題だからである｡

まず, 『意見書』 は, 民事訴訟事件の審理期間

を概ね半減することを目標とし, いくつかの手続

処方を挙げたが, その多くが, 現在までに具体化

されている｡ 裁判迅速化法の制定はすでに述べた

が, それ以外にも, 民事裁判の充実・迅速化の実

現のために, ｢計画審理の推進｣ ｢証拠収集手続の

拡充｣ および ｢人的基盤の拡充｣ を挙げ, それら

とは別に, ｢専門的知見を要する事件への対応強

化｣ のための方策も挙げられていたが, 2003 年

の民事訴訟法の改正によって, ｢計画審理｣ の推

進に関する規定 (民訴法 147 条の 2, 147 条の 3,

156 条の 2, 157 条の 2), 証拠収集手続の拡充とし

ては, ｢訴え提起前の証拠収集処分等｣ に関する

規定 (民訴法 132 条の 2 以下), 専門的知見を要す

る事件への対応強化として, ｢専門委員制度｣ の

創設に関する規定 (民訴法 92 条の 2 以下) が新設

され, その他 ｢鑑定制度｣ の改革 (民訴法 215 条 2

項, 215 条の 2, 215 条の 3) なども行われたのであ

る｡

これらは, いずれも, 1996 年の民事訴訟法改
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正の際に企画された ｢五月雨式審理 (漂流型審理)｣

(例 ; 人証調期日が間隔を開けてしか入らず, たとえ

ば 1 人の証人を, 主尋問のための期日, 反対尋問の

ための期日等を通じて, 数カ月かけて取り調べてい

たような審理方式) から訣別して ｢争点中心型の

集中審理｣ を実現する傾向を, さらに促進するた

めの手続処方であった｡ その背景には, 民事訴訟

手続の迅速化・効率化への強い志向が見られるが,

このような民事訴訟に対する基本的な考え方が,

その領域を超えて, 労働委員会における不当労働

行為事件の審査手続にも, 押し及ぼされることに

なったのである｡

2 民事訴訟過程の柔構造化

ところが, 早期リファイン処理に弁護士を組

み込むこと (審理の早い時期に争点以外の夾雑物を

手続過程から排除して進められる民事訴訟審理に,

弁護士を不可避的に協力させること) を意図したと

さえ評された民事訴訟審理の現実あるいは現場の

対応は, 手続過程に枠をはめ訴訟関与者に迅速審

理への協力 (民訴法 2 条参照) を強化する立案担

当者らの意向などとは異なり, 意外と柔軟であっ

た｡

民事訴訟手続の改革は, 1980 年代の中頃から,

裁判関係主体, すなわち裁判官や弁護士等によっ

て, 自発的かつ積極的に取り組まれ, その具体的

な成果や提言が公表されるようになった｡ 五月雨

式審理方式を通例とし, 訴訟遅延に悩んでいた裁

判所は, 旧慣や旧習を改め, 新たな手続処方の考

案に駆り立てられたのである｡ それは, たとえば,

｢弁論兼和解 (和解兼弁論) の制度｣ の創造であり,

いわゆる ｢陳述書｣ の利用の常態化であり, さら

に, ｢訴訟上の和解｣ の隆盛等であった｡ これら

はいずれも, 旧民事訴訟法下に規定を全く有しな

いか, またはわずかな規定の運用による活用であっ

た｡

しかも, 民事訴訟の手続過程全体の改善を視野

に入れた民事裁判実務改善運動も, 大きく展開し

た｡ これは, 概して, 既存の民事訴訟法の枠内で

の柔軟な手続処方を通じて, 五月雨式審理の方式

を是正し, 整理された争点についての集中審理を

実現することによって訴訟の促進を図り, あるい

は, 訴訟上の和解を通じて当事者の満足度を高め

ていく試みであり, 実務上, 相応の効用を発揮し

た｡

このような当時の民事訴訟法規範と現実の実務

との間の乖離, あるいは, 手続の柔構造化, ｢解

釈・運用の妙｣ 等は, 先に触れた陳述書の問題を

除いて, 1996 年の民事訴訟法の実定規定に実を

結ぶことになった｡ いわば, 現行民事訴訟法は,

現場から湧き上がった手続改革の実践の成果を実

定法化した側面をももつのであり, その限りで,

実践可能な法規範あるいは実践の成果に裏打ちさ

れた法規範プラス・アルファという意味合いをも

つのである｡ このようにして, 確かにまだ争点・

証拠の整理手続の多くは五月雨式の審理ではある

ものの, 人証調べについては, 集中証拠調べがほ

ぼ実現されているといわれており, その限りで,

民事訴訟における ｢争点中心型の集中審理｣ が,

現在ではほぼ全国的に実践されつつあるのである｡

ただ, 計画審理は, 現実に実施されている例は

必ずしも多くはなく, 実施されている場合でも,

裁判所 (例 ; 東京地方裁判所, 大阪地方裁判所等)

や事件類型 (例 ; 医療過誤訴訟事件, 証券取引関係

事件, 先物取引関係事件等) が限定されているのが

現状である｡ おそらく, 裁判官の現場感覚として

は, 計画審理は法律に規定される前から実践して

おり, 法規はいわば確認的なものにすぎず, また,

当事者と協議をして審理計画を立てること自体が

貴重な時間を食い潰しかねない行為であり, しか

も付随的な紛争の火種になりかねないと, 思われ

ているのかもしれない｡

このように, 当事者の証明活動に基づく厳格な

事実認定を行い, 法適用を通じて判決を言い渡す

べき裁判所でさえも, 和解の勧試の繁用を含めて,

そのような枠に囚われることなく, 個別事件の具

体的な状況に応じて柔軟な手続運営を行っている

ようにも思われる｡ それゆえに, 行政救済過程で

ある労働委員会の審査事件の手続過程では, より

柔軟な救済志向の手続形成が可能になるのではな

いかと考えられる｡
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Ⅴ 労働委員会における紛争解決過程論

1 行政救済機関としての労働委員会

これまで, 現在の労働委員会制度を取り巻く

司法制度改革の大きな潮流を概観してきたが, そ

の大波は, 不当労働行為事件の審査手続の一部民

事訴訟手続化の形での改正を実現させた｡ それは,

民事訴訟審理の改革が, 従来の実務における手続

実践の成果の実定法化という側面が強かったのに

対して, 行政救済制度を司法的な救済制度へ強制

的に近づけるための上意下達・上命下服的な意味

合いを有していた｡

労働委員会は行政救済機関であるが, 元来行政

救済の目的は, 行政機関の中立性を前提として,

公的な第三者機関により, 司法救済以上に専門性

を生かした迅速かつ柔軟な救済形成を, 公正かつ

安価 (無料) で行うことができる点にあると考え

られる｡ しかも, 行政の機動性は, 司法救済の場

合と比較して, より肌理細かな当事者への事案即

応的な応接と解決内容の創案を可能にするとも考

えられる｡ さらに, 手続利用者・手続関与者の視

点からは, その制度を理解し, 選択し, または,

制度に引き込まれ, あるいはサービスを享受しあ

るいは一定の行為などを命じられ遵法的な行為指

針を得る機会が増加する機会ともなる｡ 労働委員

会制度の下における多様な紛争解決手続の存在は,

さらに, 個別事件の適切な解決過程を提供するこ

とにもつながるはずである｡

しかしながら, かねてから, 事件数の減少とと

もに, 審査手続 (調査, 審問, 命令書作成等) に時

間がかかることが指摘され, ｢事実上の 5 審制｣

の問題に加えて, 取消訴訟における取消率の高さ

の問題等が, 指摘されていた｡

2 行政救済過程の宿命

それでも, 行政救済過程には, その主体, 権

限, 手続等に由来する本来的な宿命が存在する｡

司法救済とは異なり, 不当労働行為事件の審査手

続は, たとえば, 非常勤の委員が担当するのであ

り, その専門性や経験等にもばらつきがあり, 法

改正の後であっても裁判官ほどの権限はなく, さ

らには, 当事者の疎明活動による事実認定をもと

にした一般条項 (規範的構成要件) へのあてはめ

を行う職責を負い, その上で, 通例は継続的労働

関係を合法的な形に再形成するための将来志向的

な救済方法を創出する役割を課されている｡ ここ

で言う宿命とは, このような判断主体が疎明に基

づく事実認定をもとに将来志向的な救済形成を行っ

た結果が, 過去志向的な司法救済機関である裁判

所のレビューを受ける関係にあることである｡

裁判所の本来的な役割は, 典型的には, 力関係

の対等な市民間の訴訟事件を処理することであり,

過去志向的な事実認定と法適用に基づく権利・利

益の存否の判断を行い, その手続には, 私的自治

の原則の訴訟手続上の発現形態である伝統的な裁

判規範, たとえば処分権主義および弁論主義, さ

らには判決三段論法等が, 基本的に妥当している｡

裁判所は, 将来給付判決や将来の権利関係の確認

判決の言渡しには謙抑的であり, 大量事件の画一

的処理を公平さの範型とさえ考えている｡

本来的に力関係に格差のある労働紛争当事者に

とっては, 背後にこのような手続を控えた不当労

働行為事件の審査手続は, 時として, 一方では,

紛争解決の暫定的な手続とも感じられるものの,

他方では, 理解してもらえる最上の機会とも思わ

れ, この手続における終局的な紛争解決は, ｢和

解｣ を通じてしか得られないとも考えられかねな

い｡ 理論的には, 裁判所における判決手続が背後

に控えているが故に, その手続の正統性が保障さ

れている非訟事件手続のように, 審査手続は, そ

の期待された役割に比して, 過小な機能しか付与

されていないようにも思われる｡ 今次の労働組合

法改正における和解の認定の制度と金銭給付条項

等の債務名義化 (労組法 27条の 14第 2項・第 5項)

は, この点を一部補完するものと評価できるが,

必ずしも十分ではない｡

私の問題意識は, 民事訴訟事件であれ, 不当労

働行為事件の審査事件であれ, すべての民事事件

は, ｢救済｣ の問題を含んでいるはずであるにも

かかわらず, 必ずしもその認識が十分ではなく,

そのような救済形成を涵養する手続的な制度環境

が十分とは言い難い点にある｡ しかも, 本来的に,

権利と救済は分離可能であり, 時として救済とり
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わけ個別事件の具体的な文脈に即応する具体的救

済方法は, 権利の確認から自動的に導出できない

ので, 判断者の裁量的・後見的・合目的的な創案

作業が不可避的に要請されることになるのである｡

そのような救済形成の作業は, いわば行政救済的

な作用であり, 訴訟過程ででも行わなければなら

ない事柄であるにもかかわらず実質的には困難な

作業なのである｡ 労働裁判所制度を有しない日本

の民事司法制度では, 裁判官が長年労働事件を取

り扱うことにより専門化する余地は少なく, 労組

法 7条各号の解釈についても, 先例を参考にしな

がら, あたかも一般条項である民法 709 条や借地

借家法 6条等の場合と同様なあてはめの作業を行

い, 判断を下すのである｡

確かに, 戦後労働法の特色の一つとして, ｢裁

判労働法の欠如｣ が挙げられており, 戦後労働法

の体制では, 労働裁判所は創設されず, 裁判所が

主要な法の担い手になることを予定されてはいな

かった｡ そこに, 集団的労働関係の憲法保障のた

めに, 労働委員会に課された役割の大きさを窺い

知ることができるが, しかし, 事件数の減少と救

済命令の取消率の高さは, その役割を再考させる

きっかけとなった｡ ただ, 当時, 憲法上の要請か

ら, 労働委員会の判断内容をレビューする役割が,

本来的に異質な救済システムとしての裁判所に課

されたとき, 同時に手当てすべきであったのは,

労働関係に精通した裁判官による, 個別事件を通

じた専門的な政策形成を保障する裁判所システム

の構築ではなかったのだろうかという疑問も, ま

た同時に生じるのである｡

3 公正かつ丁寧で親身な事件対応を通じた労働委

員会の憲法実践

さて, 規定の上では, 民訴化が進む不当労働

行為事件審査手続も, 基本的には行政型ADRで

あり, その機能の向上のためには, 近時の ｢ADR

論からのアプローチ｣ と, 近時の ｢民事訴訟救済

過程論からのアプローチ｣ が可能であろう｡

まず, ｢ADR 論からのアプローチ｣ としては,

先に少し言及した自律的フォーラムとしての

ADR 構想が示唆的である｡ しかし, そこで考え

られているように, 先例等から距離を置く考え方

ではなく, 先例等を参考にして, 個別事件の具体

的文脈で対話を促進し, 時に審査の過程で暫定的

な心証をも披瀝しながら, 和解を勧めあるいは予

見可能な救済命令の暫定的骨格を示すことによっ

て, 紛争当事者間の私的自治の回復をサポートす

る基本スタンスも, 時として有益であると考えら

れる｡ 労働紛争の領域は, 本来的には, 憲法規範

の下における当事者自治的な労使関係の継続形成

が望まれる法領域であるので, 民事訴訟や司法型

ADR 以上に, 両当事者の対話の促進や, 時に労

使参与委員を通じた申立人・被申立人に対する教

育的指導を通じて, 紛争解決の道筋を作ることも,

また肝要である｡ さらに, 裁判所における争点求

心的な争点証拠の整理手続や特定の争点に限定し

た集中証拠調べでは, しばしば夾雑物として排除

されがちな背景事情や比較的関連の薄い事項につ

いても, 時間をある程度は限定しながらも, 根気

強く聴くことを通じて, 事件の背景と全貌を把握

し, 紛争当事者から公正で親身な手続として信頼

を得, 和解あるいは納得可能な救済命令を生み出

すことにも, 税金で設営されている労働委員会の

公益委員は配慮しなければならない｡ 一般に, 口

頭主義の実践のためには陳述書の提出には謙抑的

となるべきであるが, 逆に, 詳しい陳述書の提出

は, 判断者に自己の主張等を閲読してもらえる期

待を生み出すゆえに提出者に満足をもたらすこと

にはなるであろう｡ ただ, 新たな争点を作り出す

ような内容を含む陳述書や人証調べの予定のない

者の陳述書等には, 気をつけなければならず, 仮

に, その種の陳述書が提出された場合には, 特に

相手方の手続保障に配慮すべきであろう｡

なお, 組合と組合員の関係にも配慮すべきであ

ろう｡ 労働組合が組合員のために申立てをしてい

る場合でも, 組合を通じて, あるいは, 組合の同

意を得て, 組合員個人の基本的な考えを聴くこと

も大切であろう (ちなみに, 民訴法 151 条 1 項 1 号

の釈明処分を参照)｡ 組合と組合員との間に利害対

立が生じていることも, 無くはないからである｡

不当労働行為の法理は, 団結権保護の制度ではあ

るが, 不利益取扱いは, 個人的な不利益でもあり,

その配慮が不可欠と考えられるからである｡

また, 手続主宰者の公正確保は原点であり, あっ
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せんの不成立から審査事件に移行する事件では,

あっせん事件 (調整事件) の担当委員は, 予断排

除のために, 審査事件の担当委員から外れるべき

である｡

これらはわずかな例にすぎないが, ミクロ・レ

ベルの丁寧で公正な手続運営のあり方が, 今後の

課題となるであろう｡ それは, いわば審査事件に

おける技法論・プラクティス論であり, そのため

の人材育成の課題にもつながる課題である｡

このような丁寧で公正な紛争解決手続の再構築

が, 納税者を中核とするすべての国民の納得の源

泉になると思われる｡

次に, ｢民事訴訟救済過程論からのアプローチ｣

も有益であると考えられる｡ 今次の労働組合法お

よび労働委員会規則の改正は, 審査手続の民訴化

であり, やや誇張して言えば, ｢非訟の訴訟化｣

の様相さえ呈している｡ 行訴での取消率を低下さ

せるための手続構想とも考えられるが, 先に述べ

たように本来的に基本思考の異なる行政救済を司

法機関が再審査する仕組自体に疑問があることは,

先に述べた｡ そのような基本認識をもとにしても,

民事訴訟の救済過程でさえも, 換言すれば, 厳格

な事実認定および証拠調べを基本とする裁判所で

さえも, 現実には, 柔軟な手続実践が行われてい

ることに思い致すべきであろう｡ たとえば, 争点・

証拠の整理手続は多様であり, 審理計画の策定は

稀であり, 集中証拠調べの実践例も多様である｡

和解の勧試は, 裁判官によって個性があり, 和解

率も裁判官によって異なり, 時に裁判官が自己の

望ましいと考える審理方式を現行法の枠内で探求

し, ｢マイ・コート｣ と呼ばれる個性的な裁判廷

さえ出現させているのである｡

確かに, 公益委員には弁護士が任命されること

も少なくなく, 弁護士にとって民事訴訟手続は,

自己の最も精通した公正な判断手続であることか

ら, それを不当労働行為事件の審査手続に移植す

ることは, 一般には容易であろう｡ しかし, 行政

救済としての審査手続には, 民事訴訟法の一般的

な準用規定はなく, むしろ, その種の事件にふさ

わしい手続創造の可能性を秘めているとさえ考え

られる｡ その基本は, 職権探知主義である｡ これ

は, 審査指揮権を強権的に行使することを意味す

るのではなく, 担当公益委員の裁量で, 的確な主

張・証拠の提出の促しを行い, 当事者の手続保障

に意を払い, 公正かつ迅速な手続進行を可能にす

るために, 審査指揮権を行使すべきことを含意し

ている｡ たとえ実際には当事者主義的運用がなさ

れる場合であっても, 民事訴訟法上の処分権主義

(申立主義)・弁論主義の厳格な適用を控え, 実質

的に見た場合の不意打ち防止の観点から, 申立て

の追加変更や, 相手方への主張・立証の機会の保

障を, 適切な時機に柔軟に行うべきであろう｡

現在のところ, 福岡県では, すべての事件で,

公益委員の忌避権 (労組法 27 条の 3) も事前に告

知 (公益委員名簿も配布) され, 審査計画が立て

られており (労組法 27 条の 6), 宣誓 (労組法 27

条の 8) もつつがなく行われ, 審査の期間 (1 年 6

カ月｡ 労組法 27 条の 18) も公表されており, 改正

法に忠実な運用が行われている｡ 人証調べは, 交

互尋問方式 (民訴法 202 条 1 項, 民訴規 113 条 1 項

等) によって行っているが, 当事者の意見を聴い

て, 尋問の順序の変更 (民訴法 202 条 2 項) など

を行うことは稀である｡

これらは, いわば法に忠実な審査指揮等である

が, 筆者は, 法の枠内で, もっと柔軟に手続運営

ができないかとも思う｡ もともと, 審査手続では,

口頭弁論主義は想定されておらず, 民事訴訟の場

合のように弁論準備手続等から口頭弁論への上程

は不要なのであり, 事実認定は, 疎明で足りるの

である｡ 近時の法改正は, 事実認定が疎明で足り

るとされている行政手続に, 証明を必要とする手

続で要求されている厳格かつ慎重な手続の導入に

端緒を開いたように, 思われてならない｡ これは,

手続構造の骨格に影響を与えかねない改革なので

ある｡

この点を敷衍すれば, 次の通りである｡ すなわ

ち, 一般に, 民事訴訟の領域では, 要証事実の存

在の判断を行う際には, 裁判官に確信を生じさせ

ることが必要であり, このような裁判官の心証の

程度は, ｢証明｣ と呼ばれる｡ そのような確信を

生じさせる当事者の証拠提出活動を, 証明または

証明活動と呼ぶ｡ この場合における証明度は, 近

時有力な異説はあるものの, 判例・通説によれば,

要証事実が存在することの高度の蓋然性を超える
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ものでなければならず, それは, 通常人が疑いを

差し挟まない程度の高度な蓋然性をもつものでな

ければならない｡ これに対して, 労働委員会の審

査手続で要求される ｢疎明｣ とは, 一応確からし

いという程度の事実の存在の蓋然性の判断であり,

そのような程度の蓋然性を生み出す当事者の資料

提出行為を, 疎明または疎明活動と呼ぶ｡ 民事訴

訟法では, この疎明は, 原則として明文規定で認

められている場合に限定して許されており, 即時

に取り調べることができる証拠 (例 ; 持参した文

書や在廷証人等) によってしなければならない

(民訴法 188 条)｡ 一般に, 迅速な処理を必要とす

る事項, 手続問題または派生問題の処理について,

認められている｡

すなわち, 審査事件は, 民事訴訟とは異なる行

政救済であり, 迅速な解決が要請される問題につ

いての判断が要請されていると, 考えることがで

きるのである｡ 将来の権利関係を事前に規律する

ことには, それ自体困難を伴うが, 労働委員会の

専門性・中立性の観点から, 継続的契約を基礎と

する労働関係の再形成の場に限定して, 将来志向

的な具体的救済内容の形成が認められたものと考

えられる｡ それゆえ, そのような考慮は, 取消訴

訟の局面でも, 十分に行われるべきであろう｡

また, 審査計画についても, 元来事件は生き物

であり, 審査引き延ばしなどは許されないが, 和

解の日程等を事前に盛り込むことは困難でもある

ので, 一応の目安程度に考えるべきであろう｡

さらに, 物件提出命令制度 (労組法 27 条の 7 第

1 項 2 号等) にしても, 詳論は他日を期したいが,

その手続の実効性については, 今後悲観的になら

ざるをえない｡ 智香寺学園事件で, 埼玉県労働委

員会 (同委員会平成 17 年 6 月 28 日命令・別冊中央

労働時報 1314 号 106 頁) が, 人事考課関係資料の

提出を命じたのに対して, 約 3カ月後に, 中央労

働委員会 (同委員会平成 17 年 9 月 21 日命令・別冊

中央労働時報 1314 号 87 頁) は, 次のように述べ,

原命令を取り消した｡ すなわち, 発令の要件とし

て, ｢当該物件によらなければ認定すべき事実を

認定するのが困難となるおそれがある｣ というこ

とが挙げられているが, これは他の証拠によるよ

りは当該物件によるほうがより的確な認定ができ

るという程度では足りず, もとより有効な証拠と

なる可能性があるというだけではこの要件に当た

らず, ｢当該物件が, 要証事実の認定のために他

に的確な方法を見出し難いという意味での高度の

必要性が認められる場合でなければならない｣ と

した｡ しかし, これでは, 現状では, 改正法の企

図した取消訴訟に耐えうる事実認定が困難になる

結果, 取消訴訟に至った場合には, 民事訴訟法上

の文書提出命令の規定 (行訴法 7条, 民訴法 220 条

以下) が適用される結果, その段階で提出が認め

られれば取り消される可能性が高い命令が, 労働

委員会段階では発令されざるを得なくなるのでは

ないかと思われる｡

もとより, 改正労働組合法は, 証拠申出のレベ

ルでは, 労働委員会の審査手続と取消訴訟の手続

との連続性を考慮して, 物件提出命令を受けても

物件を提出しなかった者の行訴における当該証拠

申出の禁止を定めているので, その趣旨を生かせ

ば, 審査手続と行訴手続との間で提出義務の範囲

についても平仄を合わせるべきであったと考えら

れるのである｡ そうでなければ, 労働委員会段階

での書証を含む物件の任意提出のインセンティヴ

は, 相当に減殺されると考えられ, ひいては, 労

働委員会軽視の風潮, それはとりも直さず, 行訴

を視野に入れた事件の長期化さえも, 生み出しか

ねないからである｡

なお, 語感の問題であるが, 労働委員会では,

裁判所で用いられているような, 事件の ｢未済・

既済｣ という用語や, ｢事件処理｣ といった用語

を用いるのではなく, ｢紛争解決｣ あるいはその

サポートが, 目指されるべきであろう｡ 労働委員

会にとって, 事件は, たとえば事務や廃棄物など

のような処理対象ではなく, 憲法問題をかかえた

当事者の紛争であり解決の対象であると考えられ

るからである｡ なお, ｢審問｣ という表現も, 法

改正が必要ではあるが, 改められるべきであろう｡

非訟事件手続法 13 条等に用例はあるものの, た

とえば中世ヨーロッパの異端審問等を想起させる

ような糾問的な表現だからである｡ 口頭弁論の要

素を兼ね備えた証拠調期日, 質問期日等の表現で

いいのではと考えられる｡

なお, 労働委員会の審査手続と労働審判手続と
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は, 基本的にはそれぞれが対象とする事件が異な

ると一応は考えられるが, 労働審判手続と比較し

ても, 先に述べた行政救済の価値は, 十分に認め

られると考えられる｡ つまり, 労働審判手続の選

択自体が, 厳格な ｢計画審理｣ に従うことを意味

し, いわば ｢三期日審判｣ の影の下で, 労働審判

委員会が調停を実施する｡ ここでは, 同一人 (3

名) が, 調整と判断とを同時に担当することで,

調停過程の陳述内容が結果的に裁判所にとっての

顕著な事実になり, 審判内容に反映するおそれも

十分ある｡ 迅速審理には資するものの, 当事者の

充実感は, じっくり話を聴いてもらえる可能性を

もつ労働委員会の審査事件には及ばない可能性も

なくはないであろう｡

つまり, 労働委員会は, ｢公正かつ丁寧で親身

な事件対応を通じた労働委員会の憲法実践｣ こそ

が目指されることにより, 労働委員会自体が独自

の価値を再認識されることにつながると考えられ

るのである｡

Ⅵ お わ り に

労働委員会は, 憲法実践を託された行政救済機

関である｡ 手続規範面では民訴化傾向が著しいが,

その柔軟な解釈と手続運用面での工夫を通じて,

本誌での提言が現場で意識的に実現されることを

切望したい｡

制度は人であり, その救済の成否も, 公益委員,

労使参与委員, 職員等の制度運営主体の役割が,

重要となってくる｡

かなり以前に, 中労委のある元会長は, 日本と

いう社会風土の中で, 労働委員会制度がしっかり

定着しているのは, 具体的な効用が日本の労使関

係の中で発揮されているからであることを指摘し

た上で, 複雑な人間関係が混淆する生臭い事件の

解決を託された労働委員会が, その機能と権限の

範囲内で活動を行っている実質的な原動力は, 人

とその資質にあると, 論じたという｡

本稿では, 基礎的考察で紙幅が尽き, 審査手続

過程における具体的な諸問題にまで論及できなかっ

たが, 折を見てまた論じたい｡

最後に, 民事訴訟審理・行政訴訟審理の迅速化

要請に直面し, また, 不当労働行為事件の審査手

続の迅速化要請を実感して想起した話を記して,

結びに代えたい｡

夭折した中島敦は, その短編 『名人伝』 で, 過

酷な修行の末に, 弓の引き方だけではなく, 弓と

は何かさえ忘れてしまった弓の名人, 紀昌を描い

ている｡ それは, 職務遂行に際して忘れてはなら

ないものの存在を想起させる｡ つまり不当労働行

為事件の審査手続の核心は, 迅速化した効率審理

ではなく, 忘れてはならないことは, 手続結果が

命令であれ和解であれ取下げであれ, 労働委員会

が, 公正な審査手続過程において, 両当事者の心

に届く法の言葉を紡ぎ出し, 将来の新たな労使関

係の展開のために適切なサポートを行うことにほ

かならないのではないか, ということであるよう

に思われるのである｡

労働委員会の審査手続が, 利用者にとって, よ

り利用しやすく, 分かりやすく, 頼りがいのある

ものになるためには, 丁寧で公正かつ親身な事件

対応を通じた労働委員会の日々の着実な憲法実践

の積み重ねこそが必要になるであろう｡
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